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一 はじめに
スイスには現在人口の約２割にあたる150万人以上の外国人が定住して
いる。20世紀初頭の状況と同様に彼らをスイス社会に統合することが大き
な課題になっている。その統合の有力な手段として国籍付与がある。
他方スイスに定住する外国人のうち、少なくない人々にとってスイス国
籍（市民権）を獲得することは大きな意味を持っている。政治的権利、定
住権、外交的保護が得られるほかに、スイス社会の完全な構成員として社
会的承認を得られることによって、職業･社会生活上の利益が大きく、さ
らに心理的にもスイス社会に十分に受け入れられたことを感じることがで
きるからである。
しかし連邦国籍法および各邦の国籍法に規定される国籍付与要件を満た
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す外国人のなかで実際に国籍付与手続に進む者は、比率としてはわずかで
ある。それは本稿でこれから検討するような問題が横たわっているからで
あると思われる。
本稿ではまずスイスの国籍取得手続の特徴とその問題点を提示する
（二)。続いて、決定官庁の裁量に完全に委ねられていると伝統的には理解
されてきた国籍付与手続であるが、スイス人の配偶者に認められるような
簡易国籍付与手続などでは認められているとされる「国籍請求権」と、こ
れまで不十分であった国籍付与不許可決定にたいする訴訟や不服申立によ
る権利保障に関する問題（三)、邦ごとにそして自治体ごとに制度が異な
ることによって生じている問題（四)、2003年の二つの連邦裁判所判決以
降も完全に排除されているとはいえない投票･住民集会による国籍付与手
続の問題（五)、場合によっては非常に高額に上る手続手数料の問題
（六)、新たに多くの自治体で導入が検討されている言語テストに関わる問
題（七）を取り上げ、おわりに連邦国籍立法と邦の国籍立法の最近の改革
の動向（八）を概観
(１)
する。
二 スイスの国籍付与手続の特徴と問題点
スイスの国籍付与手続は基本的に出生地主義に基づくものではなく血統
主義に基づく種類のものである。普通国籍付与手続、再国籍付与手続、簡
易国籍付与手続の三種類の手続が連邦国籍法に規定されている。それぞ
れ、連邦国籍法および邦国籍法に規定された要件を満たした一般の外国人
がスイス国籍を得るための手続、かつてスイス国籍を有していた者で連邦
国籍法に規定された一定の要件を満たした者が再びスイス国籍を得るため
の手続、連邦国籍法に規定された一定の要件を満たしたスイス人の配偶者
をもつ外国人がスイス国籍を得るための手続である。さらに若年の外国人
にたいする国籍付与の条件を緩和するという意味での若年者にたいする簡
易国籍付与手続がいくつかの邦で存在するが、これは連邦国籍法で規定さ
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れるスイス人の配偶者をもつ外国人にたいする簡易国籍付与手続とは別の
ものである。これらのうち、普通国籍付与手続と若年者にたいする簡易国
籍付与手続が、次に述べるスイス国籍の三層構造と国籍法の三層構造の影
響を大きく受けている。
スイスの国籍付与手続を特徴付ける大きなものに、その三層構造があ
る。スイスの
(２)
国籍は、連邦憲法の規定（37条１項）からも分かるように、
連邦国籍、邦国籍、自治体国籍からなり、この三つが不可分一体のものと
して機能している。法制度上は、中世から近世にかけて、もともと各都市
がそれぞれの市民に市
(３)
民権を付与していたところに、後に邦に発展するこ
とになる上位権力（邦）が、それぞれの市民権にたいする上納金を徴収す
ることによって（そうすることによって結果的に市民権を保証する形で）邦国
籍が成立するようになった。ヘルヴェティア共和国時代に、単独の「スイ
ス国籍」が成立し、自治体国籍と邦国籍が一時期消滅した時代を除くと、
19世紀の国家連合の時代も邦国籍と自治体国籍という国籍の二層構造が維
持されることになった。分離同盟戦争のあと国家連合から連邦国家に移行
したスイス連邦においては、単一国家のヘルヴェティア共和国が採用した
ような単独の「スイス国籍」制度を採用するのではなく、二層構造になっ
ていた国籍をそのまま連邦国籍とし三層構造にすることで、それまでの国
籍制度の性格を変えることなく継承することになった。
この国籍の三層構造は、国籍法と普通国籍付与手続の三層構造にもつな
がって
(４)
いる。連邦国籍法は基本的に、連邦国籍付与資格認定を出すための
最低条件を定めているだけであり、邦国籍および自治体国籍の付与手続に
関する規定はそれぞれの邦の邦国籍法、自治体法が定めている。さらにス
イスの邦は自治体にたいし広範な自治体自律を認めているので、自治体国
籍付与手続は自治体の条例によって規定されることになっている。このた
めスイスの普通国籍付与手続は邦ごとに、自治体ごとに条件、判断基準、
手続の主体、手続の順序などが異なり、多様な制度になっていることもス
イスの国籍付与手続の特徴の一つである。
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さらに国籍付与手続が数多く適用されるようになった20世紀初頭
(５)
以降、
この手続は単なる行政手続きではなく、政治的行為であると理解されてき
たこともスイスの国籍付与手続の特徴の一つである。国籍を付与されるこ
とによって、外国人には認められないスイス人としての権利義務が与えら
れることになるが、そのもっとも重要なものが政治的権利（住民総会への
参加権･意見表明権･表決権、投票権、選挙権、被選挙権など）である。政治
共同体としてのスイスの、あるいは各邦や各自治体の構成員に新たに政治
的権利を持った者を加えることになるため、政治共同体の構成を変える可
能性のある高度に政治的性格の強い手続として国籍付与手続が理解された
のである。この政治的性格は、恩赦などの手続でも同様に理解されるとこ
ろであるが、手続をたんなる行政手続きではなく立法的な性格の強いもの
として理解させることになり、さらに決定官庁（それが議会であれ、国籍委
員会であれ、住民総会であれ）の広範な裁量にゆだねられるものとして理解
させることに通じるのである。さらに、立法的性格を有する政治的行為で
あり、決定官庁の広範な裁量にゆだねられる行為である以上、国籍付与に
たいする請求権は基本的に存在しないし、請求権がない以上国籍付与不許
可決定に対する行政訴訟や不服申立等の法的救済の途も保障されないこと
になる。
しかし国籍付与手続の歴史を振り返ってみると、制度の法的性格にたい
する理解も一貫したものでないことが分かる。少なくとも第一次世界大戦
以前のスイスにおいては、国籍付与手続は一般的な行政手続とも理解され
ており、明確に政治的行為であるといった理解が一般的であったわけでは
ない。第一次世界大戦、ロシア革命、周辺国のファシズム化、第二次世界
大戦、その後の冷戦とスイスを取り囲む欧州地域の緊張と、それに呼応す
るナショナリスト的な政治意識の醸成が、スイスの国籍取得･付与手続の
法的性格にたいする理解を変えてしまい、スイス人に相応しい者は誰なの
かを決める政治的行為と考えられるようになったのである。
また他の欧州諸外国に比べて長期の居住年数要件を定めていることもス
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イスの国籍付与手続の大きな特徴である。欧州国籍条約加盟国における必
要居住年数は大まかにいって８年間以下であるが、それにたいしてスイス
では連邦の居住年数要件が12年、さらに邦ごと、自治体ごとに数年以上の
居住要件が定められている。ただし、これほどまでに長期の居住年数要件
を規定したのはそれほど歴史があることではない。連邦国籍法に規定され
ている居住年数要件は1920年の改正で６年間に改められるまで２年間であ
ったし、12年間にも及ぶ欧州内で最長の部類に入る居住年数要件を定める
ようになったのは1952年の改正以降のことである。
以上に言及した問題について以下で若干の検討を行うことにする。
三 ?国籍請求権」･国籍付与不許可決定にたいする
訴訟･不服申立
原則的には要件を充たせば、必ず国籍の付与を認めるという意味での国
籍請求権は存在しないことはすでに言及した。このことは邦の国籍法にお
いて国籍請求権を規定することを否定するものではなく、ある種の国籍付
与手続については国籍請求権が認められているのであるが、逆に邦の国籍
法の中には国籍請求権が存在しないことを明示的に規定しているものも
(６)
ある。また、スイス人の配偶者を有する者にたいする簡易国籍付与手続、
再国籍付与手続、邦の国籍法に規定された国籍請求権のある者にたいする
国籍付与手続の多くの場合を除くと、国籍付与不許可決定に対する行政訴
訟や不服申立による法的救済の途は存在しない場合が多い。
これらの普通国籍付与手続とそれ以外の国籍付与手続の違いは、不平等
な取り扱いに通じている。特に普通国籍付与手続と簡易国籍付与手続は、
申請者には選択の余地がないにもかかわらず、その違いにさしたる根拠は
存在しない。差を縮減する方向での改革が望まれているものと思われる。
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四 地域ごとに国籍付与手続が異なることに関わる問題
すでに言及したことであるが、連邦憲法上の規定からも明らかなよう
に、スイスの国籍、国籍付与手続は基本的に邦国籍および邦国籍法を基礎
にしている。また邦は高度な自律権を地方自治体に認めており、その自律
権は自治体国籍付与手続にも及ぶことになる。そのため、スイスでは邦ご
とに、さらに自治体ごとに大きく国籍付与手続がことなるのであ
(７)
るが、そ
のことに付随していくつかの問題が生じている。
まず居住する邦の違いによって申請者の取り扱いに大きな違いが生じ、
不平等な手続での取り扱いを受けたり、決定が不平等になる可能性が大き
くなることである。移民がスイスのどこに居住することになるかは、親類
などの関係者がいる、職場がある、最初に入国したところであったなど偶
然に左右される。仮に事前に各邦の国籍法に通じていたとしても、比較検
討したうえで居住する邦や自治体を選択できる者は小数であろう。
また就学者においても、職業を有している者についてもいえることであ
るが、スイス内の一つの邦、一つの自治体に各邦の国籍法に規定されてい
る居住年数要件を充足できるほどの期間にわたって居住できる者ばかりが
存在するわけではない。比較的短期間に移動を繰り返している者はなかな
か居住年数要件を充足することができず、国籍付与手続申請を行うことが
できない。その意味で移動の自由を相当程度制限されてしまうのである。
これらの問題がスイスの国籍付与手続の不透明性を高めていることは明
らかである。邦間の取り決めや、新たな連邦による原則立法によって、各
邦各自治体の国籍法が異なることや並立していることによる問題を緩和す
る政策が求められているものと思われる。
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五 投票･住民集会による国籍付与決定手続
2003年７月９日の二つの連邦裁判所
(８)
判決において投票によって自治体国
籍の付与を決定することは連邦憲法に違反し無効であるが判明している
が、住民集会における表決や投票による自治体国籍の付与決定が連邦憲法
に適合しているかどうかについては両判決も言及していない。現実には投
票による決定との制度上の、または運用上の差がほとんどないため、同様
の訴訟を提起された場合には連邦裁判所によって違憲無効とされる可能性
が高いと各自治体で理解されており、現在多くの自治体で住民集会におけ
る表決または投票による自治体国籍付与決定は停止されているが、理論上
はなお実施される可能性が残されている。そこでの問題は次のようなもの
となるように思わ
(９)
れる。
まず住民総会において国籍付与決定をする場合には、申請者の私的領域
の保護を十分に実現することはできない。国籍付与の前提となる要件に
は、申請者の極めて個人的な情報の多くが含まれることになる。例えば、
学齢、職歴、社会的活動、職場や地域での評判、収入、財産、家族構成、
出身国、言語能力、賞罰、政治的信条や信仰の有無などである。申請者が
スイス社会に文化的･社会的に統合されているかどうか、スイスの法秩序
を遵守しているかどうか、スイスの安全に支障がないかどうかということ
を審査するためには、これらの個人的な情報を詳細に検討する必要がある
が、本来これらの個人的な情報は公開されてはならないものであり、連邦
憲法でも連邦情報保護法でも保護されているものである。
また投票における決定の場合と同様に住民総会における決定では、その
理由を明確に提示することはできないしする必要もないはずである。自治
体行政部や邦政府による事後的な理由の提示も、後付け的な推測に過ぎ
ず、理由付記の代替となることはできない。しかし国籍付与手続は立法的
行為や政治的行為ではなく、行政手続きであると連邦裁判所が2003年７月
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９日の判決で認めている。そうであるなら、決定にたいして聴聞を受ける
権利から導き出される行政手続きにおける理由付記義務を充足することが
できないことになる。
さらに以上の問題を解消するために、申請者に関する情報を個人情報が
保護できる程度まで限定し、住民総会における表決や投票に理由を提示さ
せることにすると、住民総会に参加する有権者の投票権が大きく制限され
ることになる。投票は判断に必要十分な情報に基づいて行われなければな
らないのに、その情報は個人情報の保護のために著しく限定されることに
なり、さらに、自由な意思に基づいてなされるべきである投票が理由の提
示義務によってゆがめられてしまうからである。
以上のことからすれば、住民総会における表決･投票は、国籍付与手続
にはなじまないものであるといえよう。有権者の国籍付与手続への関与を
認めながら、申請者の基本権も保障するためには、つまり民主制と法治国
家の要請を同時に満たすためには、国籍付与委員会の構成員を選挙によっ
て選出するといった方式が可能であると思われる。しかしこの場合も有権
者の直接民主主義的な国籍付与手続への関与は否定されることにはかわり
はない。
六 手数料･税
スイスにおいては、特に自治体における国籍付与手続において高額な手
数料を徴収する場合が
(10)
ある。その額は多くの邦において最高10000フラン、
極端な場合には50000フランにも及ぶ。実際には、これらの手数料は収入
や保有財産に応じて決められている場合が多く、国籍付与手続申請を行う
外国人の多くがそれほど高収入でも高額な財産を保有しているわけではな
いので、最高額になることはまれであるが、それでも国籍付与手続申請を
行う外国人のうちかなりの割合の者にとっては大きな負担になる。
国籍付与手続申請を行う外国人の
(11)
多くは、低賃金労働に従事している場
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合が多いため収入が少なく、保有する財産も比較的少ない。そのため、比
較的高額ではない手数料･税が課せられた場合でもそれを負担する能力に
欠けることが想定される場合に、国籍付与手続申請を躊躇する可能性が大
きくなり、実際に申請に積極的になれない者が多く存在することの大きな
要因になっているものと思われる。重すぎる手数料･税は、経済力の違い
による差別的取り扱いにつながる可能性があるばかりではなく、経済力の
差が出身地域の違いに相関関係を持っている以上、出身地域による（西欧
出身か非西欧出身かの違いによる）差別的取り扱いにつながる可能性がある
ものである。
こうした高額にのぼる手数料･税は、もともと自治体の一種である市民
自治体に各種の福祉･医療サービスや施設利用権、財産があり、それらを
現在の構成員だけで享受することによって権益を守るため、新規の構成員
をなるべく受け入れないですむように、参入障壁の一種として利用された
ことにその淵源を有しているものと思わ
(12)
れる。しかし現在主流となってい
る自治体は、地域を基盤とし当該地域に居住する住民を構成員として想定
する政治自
(13)
治体である。歴史的経緯で自治体国籍付与手続が政治自治体で
はなく市民自治体にゆだねられている場合であっても、市民自治体の構成
員受け入れの際の論理は妥当せず、政治自治体での構成員の受け入れの際
の論理が、つまり地域住民として統合されている者は原則的に受け入れる
という論理が妥当するはずである。以上のことからすれば、高額にのぼる
過重な手数料･税はこのましいものではなく、現実的で妥当な額に設定さ
れるように各邦の国籍邦が改正されることが望まれているといえる。また
その際にはできる限り連邦全体で統一的な額が設定されるべきであろう。
七 言語試験
各邦の国籍法では、連邦国籍法に規定されている要件よりも細かい要件
が規定されており、その一つに特定の言語試験に合格していることで各邦
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における公用語運用
(14)
能力があることを証明することがある。その言語試験
は公的機関によって行われているものであり、邦や自治体が独自に作成し
た試験問題によって試験が行われているわけではないので、これまで大き
な問題として取り上げられているわけではなかった。しかし、2004年から
ベルン市に隣接するオスタームンディゲン市で実施され、100以上の他の
自治体で導入が検討されている言語試験はそうしたものではない。文法や
単語に関する知識だけでなく、言語の背景にある「スイスの文化･生活様
式･習慣」に関する知識をも問うものになっているので
(15)
ある。
オスタームンディゲン市で自治体国籍付与手続において実際に行われた
言語テストは、30問からなり、そのうち17問以上について正解すれば、合
格となる。文法や単語の知識はそれほど高度なものは要求されておらず、
初級レベルのものなのであり、その意味では比較的簡単な言語テストであ
るともいえるのだが、問題はその出題趣旨なのである。それらの問題は例
えば次のような内容のものであった。２人の子どもが描かれた絵があり、
１人は部屋の角で座っている、もう１人は積み木を投げ飛ばしている場面
が描かれている絵についてこの２人をどう表現するか、という問題であ
る。前者については、静かにしている、後者については積み木を投げてい
る、と大概の者は答えるであろうがそれは正解ではない。正解は、前者が
「(行儀の）よい」であり、後者が「遊んでいる」なのである。文法上は全
く正しく解答していても、スイスの文化的背景や習慣を熟知していないと
正解にはいたらないようになっている。
確かに連邦国籍法も邦の国籍法も、国籍付与の前提として、申請者がス
イス社会に社会的･文化的に統合されていることを規定しており（連邦国
籍法14条)、それに一定の言語能力を有していることが要求されることに
は理由があることではある。しかし、単純な言語運用能力に加えて、その
文化的背景に関する知識まで要求されることには一種の飛躍があるように
思われる。また、外国人、特に国籍付与手続を申請することに大きな関心
をもっている外国人は、現在非西欧の出身者であることが多く、それらの
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者にはそうした文化的背景を習得することは、言語を習得する以上に困難
が伴っており、習得するための機会も少ない。非西欧出身者、特にアジ
ア･アフリカ出身者は、食品加工工場や清掃業などスイス人と日常的に接
触する機会にあまり恵まれない職業についている者が多く、また女性の場
合家庭以外の場で会話をする機会に恵まれない場合も多く、スイスにおけ
る居住･滞在期間が長期にわたっていても、言語運用能力の向上にさえも
困難を抱えている。しかも出身国と文化的背景が著しく異なるため、スイ
スの文化的背景を理解し吸収することには一層の困難があるのである。オ
スタームンディゲン市で行われているような文化的背景の知識まで求める
言語テストには問題があるとい
(16)
える。運用の仕方によっては、特に非西欧
出身者にたいする差別的な取り扱いに発展しかねない。かりに導入するこ
とが妥当だとしても、当該言語試験の合格を絶対的な要件にしないこと
や、不合格の場合の語学講習での代替など、困難を抱えている申請者にた
いする十分な配慮が求められることになろう。
八 おわりに
以上検討してきた問題を改善･改革する方向で、つまり、スイス国籍の
取得の希望を持っている外国人でその資格要件を充たしている者の多くが
より容易に国籍付与手続申請を行えるような方向に連邦と邦における国籍
付与手続関連立法は発展しているのであろうか。結論からいうとそうした
改革は停滞しているといえる。2004年には実現していれば改革を大きく進
める連邦の関連立法と邦の関連立法が投票にかけられたのであるが、いず
れも有権者の承認を得ることはできなかった。
2004年９月26日には、連邦国籍法の抜本的改正を問う二つの国民投票が
行われた。この際に問われたのは、移民第二世代の若年者に簡易国籍付与
手続を認めるかどうか、そして移民第三世代の若年者に自動的にスイス国
籍付与を認めるかどうか（部分的な出生地主義の採用）であった。前者につ
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いては有権者の賛成43．2パーセント、賛成邦５半邦１、後者については有
権者の賛成48．4パーセント、賛成邦６半邦１でいずれも否決であった。投
票一月前の世論調査では、賛成するとしていた有権者の方がおおく、承認
される見通しであった、スイス国民党によるスイス人のアイデンティティ
にたいする不安を煽るような「大量国籍付与」批判キャンペーンが功を奏
し、否決されてしまったのである。
また2004年11月28日には、ルツェルン邦では行政部または国籍委員会だ
けが国籍付与手続を行い、国籍付与不許可決定にたいしては理由を付記す
るようにする邦国籍法の改正が国民投票で否決されてしまった。また同日
に行われた、ザンクト･ガレン邦での邦憲法の全面改正にそった形でなさ
れた邦国籍法の改正も国民投票によって有権者に問われたが、否決されて
しま
(17)
った。そのため2005年１月から邦は緊急決議によって国籍付与手続を
運用して
(18)
いる。
スイスでは重要法案の多くが国民投票にかけられ、国籍立法の多くも国
民投票にかけられることになるが、スイス人のアイデンティティに密接に
関わる問題であり、なかなか有権者の多数の承認を得ることができない。
文化的な統一性ではなく、自由と民主制、共和制と連邦制の理念にスイス
人の国民としてのアイデンティティがあるという理解が有権者の広い範囲
に浸透していくことが、今後の国籍立法の改革の進展には不可欠であろ
う。
(１) スイスの国籍制度、国籍付与手続、その問題についてはHartmann, Karl, ?9
Die Einbu?rgerung :Erwerb und Verlust des Schweizer Bu?rgerrechts,in:Ueber-
sax,Peter/Mu?nch,Peter/Geiser,Thomas/Arnord,Martin(Hrsg.),Ausla?nder-
recht,Helbing & Liechtenhahn,Basel;Genf;Mu?nchen 2002,S.383-401,Han-
gartner,Yvo,Grundsa?tzliche Fragen des Einbu?rgerungsrechts,Aktuelle Juris-
tische Praxis8/2001,S.949-967,derselbe,Neupositionierung des Einbu?rgerung-
srechts:Bemerkungen aus Anlass der Bundesgerichtsentscheide vom 9. Juli,
Aktuelle Juristische Praxis 1/2004, S. 3-22, Kiener, Regina, Rechtsstaatliche
 
Anforderungen an Einbu?rgerungsverfahren,recht2000Heft5,S.213-225,Auer,
Andreas/von Arx, Nicolas, Direkte Demokratie ohne Grenzen?:ein Diskus-
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sionsbeitrag zur Frage der Verfassungsma?ssigkeit von Einbu?rgerungsbeschlu?s-
sen durch das Volk,Aktuelle Juristische Praxis8/2000,S.923-935を参照。
(２) スイスの国籍、国籍付与手続の法的性格については別稿で言及した。奥田喜道
「スイスにおける直接民主制の限界―投票によって国籍付与を決定することを違憲
無効とした2003年７月９日の二つの連邦裁判所判決をめぐって―」早稲田大学大学
院法研論集110号426頁以下。
(３) ドイツ語圏スイスでは国籍を Bu?rgerrecht、つまり文字通り「市民権」と表現
している。また、日本法上で帰化に相当する国籍付与は Einbu?rgerung、つまり
「市民化」という用語で表現されている（フランス語圏スイスでは、それぞれ
nationalite?, naturalisation、イタリア語圏スイスでは、それぞれ cittadinanza,
naturalizzazioneである)。そのため、本来であれば、?市民権」、?市民化」という
ドイツ語の意味に忠実な訳語を使うべきなのであろうと思われるが、便宜上、本稿
では「国籍」を用いることにする。また日本法の帰化とスイスにおける国籍付与手
続の法的、法思想的な違いについてまだ十分な検討を行っていないため、帰化は用
いず、定訳とはなっていない「市民化」も用いず、本稿では「国籍付与」を用い
る。ちなみに国籍はドイツでは Staatsangeho?rigkeit、オーストリアでは Staats-
bu?rgerschaftと呼ばれるが、国籍付与はいずれも Einbu?rgerungと表現される。
(４) 簡易国籍付与手続と再国籍付与手続を管轄するのは連邦移民統合移住局であ
り、邦と自治体は諮問され異議申し立てをする権限を有してはいるが、手続そのも
のに関与することはできない。そのため、簡易国籍付与手続と再国籍付与手続は三
層構造をなしておらず、一層構造であり、普通国籍付与手続に比べ単純な構造にな
っている。簡易国付与手続と再国籍付与手続が連邦の権限となっているのは、それ
らが婚姻による身分の変動、もともと有していた身分の復活という、民法上の身分
の変動を生じさせるものだからであり、民法に関する事項は邦の管轄ではなく、連
邦の管轄だからである。
(５) 少なくとも19世紀中葉まではスイスは外国（主にアメリカ合衆国）へ多くの移
民を出してきたところであり、スイスへの移民は数としては多いものではなかった
ため、外国人定住者も20世紀以降に比較し小数であり、国籍付与手続も実際にはあ
まり適用されることのない珍しいものであった。そのため、その法的性格を論じる
実益はなかった。バーゼルなどでは手数料なしに国籍付与手続を行っていた事実も
あり、現在よりもはるかに容易にスイス国籍の取得が可能であったことからして
も、19世紀末当時のスイスにおいては現在のように、国籍付与手続の政治的性格を
強調することによって、つまりその法的性格を強調することによって、国籍付与手
続を難易度の高いものにすることを正当化するような意識はなかったものと思われ
る。
(６) 例えばベルン邦の国籍法16条１項は「国籍付与請求権は存在しない」と規定し
ている。
(７) スイスには26の邦（カントン）および半邦（ハルプカントン）があり、それぞ
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れが独自の国籍法令を有している。おおまかに、①普通国籍付与手続が行われる順
序（連邦･自治体･邦の手続きの順序)、②居住年数要件、③スイス人の配偶者を
持つ者にたいする簡易国籍付与手続以外の簡易国籍付与手続、④手続の管轄権の所
在、⑤国籍付与を認められなかった場合の不服申立、行政訴訟などの法的救済手段
の有無、⑥手続料、税、⑦手続にかかる期間について、邦ごとにまとめてみると次
のようになる。
アールガウ（AG)：①自治体･連邦･邦、②邦内に５年間、そのうち中断なしに当
該自治体に３年間、③若年者にたいして低額の手続料、スイス人の配偶者にたいし
て短期間の居住年数要件、④自治体では住民総会または自治体議会、邦では国籍付
与手続委員会または邦議会、⑤なし、⑥邦では23歳以上の者に500フラン、自治体
では最高5000フラン、23歳以上でスイスで5年以上教育を受けている場合には最高
750フラン、⑦１年半から２年間。
アッペンツェル･インナーローデン（AI)：①連邦･邦、②邦内に５年間、そのう
ち申請の直前に中断なく当該自治体に２年間、③移民第二世代に低額の手数料、④
アッペンツェル管区では自治体及び邦国籍に関し邦議会、オーバーエッグ管区では
有権者（投票）または住民総会、⑤なし、⑥一月分の収入または年収の12分の１、
⑦不明
アッペンツェル･アウサーローデン（AR)：①連邦･自治体･邦、②邦内に３年、
自治体ごとの居住年数要件はそれぞれ異なる、③大半の修学期間をスイスで過ごし
申請前に８年間を中断なくスイスに居住している場合に国籍付与請求権を認める、
④自治体では投票有権者、国籍付与請求権がある場合には自治体行政部、邦では邦
政府、⑤国籍付与請求権がある場合には邦政府に不服申立をすることができる、⑥
邦では若年者には500フラン、成人個人には700フラン、夫婦には1000フラン、自治
体では2000フランまで、⑦１年半
ベルン（BE)：①自治体･連邦･邦、②当該自治体に中断なく２年間、③邦間の相
互取り決めによって15歳から25歳までの若年者で２年間中断なく当該自治体に居住
している者に低額の手数料、④自治体では通常は立法部であるが行政部に委任可
能、邦では議会、⑤なし、⑥邦では一人当たり500フランから5000フラン、若年者
には100フラン、自治体では一人また夫婦当たり最大10000フラン、若年者には最大
200フラン、⑦不明（数年）
バーゼル･ラントシャフト（BL)：①連邦･自治体･邦、②邦内に５年間、当該自
治体に５年間、③外国籍の夫婦に簡易国籍付与手続を認める、④自治体では住民総
会（公開または秘密投票)、邦では邦議会、⑤なし、⑥邦では最高1000フラン、自
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治体では最大年収の12分の１、⑦３年間
バーゼル･シュタット（BS)：①自治体･連邦･邦、②邦内に５年間、当該自治体
内に３年間、③通算15年間以上居住しており、そのうち５年間中断なく居住してい
る申請者に、国籍付与請求権を認める、④自治体では立法部または行政部、国籍付
与請求権がある場合には行政部、邦では邦議会、国籍付与請求権がある場合には邦
政府、⑤自治体の国籍付与手続決定を邦政府に不服申立することを認める、⑥邦で
は最高1000フラン、自治体では2000フランから10000フラン、⑦1年間から３年間
フリブール/フライブルク（FR)：①連邦･自治体･邦、②邦では最短三年間、そ
のうち申請前の５年間のうち２年間以上、移民第二世代には最短２年間、そのうち
申請前の２年間の１年間、自治体ではそれぞれことなる、③移民第二世代に行政部
による決定や低額手数料を認める、④自治体では自治体行政府または住民総会、移
民第二世代については自治体行政部、⑤なし、⑥邦では最高10000フラン、自治体
では最高10000フラン、移民第二世代については邦･自治体において25歳未満の場
合手数料なし、25歳以上については最高2000フラン、⑦不明
ジュネーヴ（GE)：①連邦･邦（自治体は国籍付与手続に権限を有していない)、
②邦に２年間、そのうち申請前に中断なく１年間、③邦間相互取り決めによる簡易
国籍付与手続を認める、④自治体に権限なし、邦では邦政府、⑤邦議会が自治体又
は申請者の申立によって邦政府の決定を審査できる、⑥手続き開始に際して25歳以
上550フラン、25歳未満300フラン、手続後に年収に比例して300フランから2200フ
ラン、⑦25歳まで１年半、25歳以上２年間から２年半
グラールス（GL)：①連邦･自治体･邦、②邦に６年間、そのうち申請前の３年間
を中断なく当該自治体に、③最短20年間スイスに居住し、そのうち最近15年を邦内
に、最近５年を当該自治体に居住している場合に国籍付与請求権を認める、若年者
には10歳から20歳までの期間を二倍に算定することで簡易国籍付与手続を認める、
④自治体では市民自治体の住民総会（Tagwen）または住民総会、国籍付与請求権
がある場合には自治体行政部、邦では邦政府、⑤自治体行政部による簡易国籍付与
手続決定にたいしては訴訟を提起できる、⑥手数料は200フランから1000フラン
（邦と自治体で折半)、税は6000フラン（自治体が徴収)、⑦連邦の国籍付与手続許
可決定から１年間
グラウビュンデン（GR)：①連邦･自治体･邦、②邦内に６年間、そのうち最近５
年間のうち中断なく３年間、グラウビュンデン人の、あるいは、グラウビュンデン
で生まれた母または父がいる場合、配偶者がいる場合、もしくは申請者がグラウビ
ュンデンで生まれた場合には邦内最近５年間のうち３年間、③当該自治体に20年間
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以上居住している場合に、移民第二世代の場合は16年間以上居住している場合に、
国籍付与請求権を認める、④自治体では、市民自治体総会（市民自治体の執行部に
委任可能）または住民総会、国籍付与請求権がある場合には市民自治体執行部また
は自治体行政部、邦では邦政府、⑤なし、⑥邦では成人１人当たり1500フラン、自
治体では成人１人当たり3000フラン、⑦不明
ジュラ（JU)：①連邦･自治体･邦、②当該自治体に申請前に２年間、③邦間の取
り決めによって居住年数要件を緩和する簡易国籍付与手続を認める④自治体では市
民自治体総会または住民総会、国籍付与請求権がある場合には市民自治体執行部ま
たは自治体行政部、⑤なし、⑥邦では600フランから12000フラン、25歳未満の移民
第二世代には600フラン、自治体では2000フラン、⑦１年間から２年間
ルツェルン（LU)：①自治体･連邦･邦、②当該自治体に３年間、③移民第二世代
と20年以上スイスに居住している者に30パーセント低額の手数料、④自治体では有
権者による投票（2004年12月現在ほとんどの自治体で投票による手続は停止中)、
ただし市民自治体執行部、自治体行政部、自治体議会、自治体委員会に委任可能、
邦では邦司法省、⑤なし、⑥邦では100フランから10000フラン、自治体では100フ
ランから10000フラン（邦と自治体で統一された手数料を徴収する)、⑦１年間
ヌシャテル（NE)：①連邦･自治体･邦、②邦内に申請前に３年間、移民第二世代
は最短邦内に２年間、そのうち申請前に中断なく１年間、③移民第二世代と25歳未
満の申請者には居住年数要件を縮減し、税を課さない。簡易国籍付与手続は邦間取
り決めによる、④自治体では国籍委員会の提案によって自治体行政部、邦では邦議
会、⑤なし、⑥邦による500フランの基本税と年収と財産による税、手数料は最低
10000フラン、ただし邦政府と自治体行政部は50パーセントまで手数料を縮減でき、
移民第二世代と25歳未満の申請者からは手数料を徴収しない、⑦１年半から２年間
ニトヴァルデン（NW)：①連邦･自治体･邦、②邦内に12年間、当該自治体に申
請前の５年間のうち３年間、10歳から20歳までの期間については年数を二倍に算定
する、③若年者からは手数料だけを徴収し、税を課さない、④自治体では住民総会
（投票)、若年者については自治体行政部、邦では邦議会、若年者については司法保
安省、⑤申請者にはなし、有権者には異議申し立てが許されている、⑥手数料は
200フランから400フラン、税は収入に比例し500フランから15000フラン、手数料は
邦と自治体で折半、⑦１年半から２年間
オプヴァルデン（OW)：①連邦･自治体･邦、②スイスに12年間、邦内に5年間、
③なし、④自治体では市民自治体総会または住民総会、邦では邦議会、⑤なし、⑥
邦では年収により邦議会による命令で定められ、最高15000フラン、自治体では通
早法80巻３号（2005）448
常邦と同様に徴収される、⑦半年
ザンクト･ガレン（SG)：①連邦･自治体･邦、②邦内に５年間、そのうち申請前
の２年間は連続して居住していること、移民第二世代にたいしては10歳から20歳ま
での期間の居住期間を二倍に算定する、③若年者の居住年数要件の緩和、④自治体
では市民自治体の市民、自治体の市民による認証（議会のある自治体では議会によ
る認証を規定できる)、⑤なし、⑥邦では基本税300フランに加え、婚姻していない
者については課税可能な20000フラン以上の財産を有している者に、婚姻している
者については課税可能な40000フラン以上の財産を有している者に、追加の税を課
す、夫婦ともに国籍を付与された場合または邦内で生まれた申請者である場合で10
年以上邦内に居住している者には税の縮減を行う、自治体では邦と同様の税を課す
が、課税額は最高二倍にすることができる、⑦不明
シャフハウゼン（SH)：①連邦･自治体･邦、②中断なく当該自治体と邦内に２年
間、③20年以上邦内に居住している者および22歳までの若年者に低額の手数料、④
自治体では市民自治体総会、市民委員会に委任可能、邦では邦議会、⑤なし、⑥邦
と自治体でそれぞれ750フランから5000フラン、20年以上の居住者は手数料が半額
に、22歳未満の申請者には最低額、⑦２年間
ゾロトゥルン（SO)：①自治体･連邦･邦、②邦では邦内に６年間、そのうち申請
直前に３年間、10歳から20歳までの期間は二倍に算定する、自治体では連邦及び邦
の国籍法の規定を充足し、当該自治体内に２年間、③10年間以上当該自治体に中断
なく居住し、当該自治体で修学期間のほとんどをすごし、25歳になる前に申請した
申請者に国籍を付与する義務を自治体に課している、④自治体では住民総会または
自治体議会、自治体行政部、邦では邦議会、⑤邦の自治体法により自治体レベルで
存在、⑥邦では300フランから2000フラン、自治体では最高額18000フラン、⑦１年
半から２年間
シュヴィーツ（SZ)：①連邦･自治体･邦、②申請前の10年間のうち邦内の自治体
に５年間、③移民第二世代の者にたいし委員会での面接の免除、特別な関係を有す
る者に邦内での居住要件の３年間への短縮、④自治体では住民総会（投票)、邦で
は邦議会、⑤なし、⑥邦では自治体手数料の３分の１、最低500フラン、自治体で
は3000フラン、⑦最短で１年間
トゥールガウ（TG)：①自治体･連邦･邦、②邦内に６年間、当該自治体内に３年
間、③若年者に低額の税と手数料、④自治体では住民総会または自治体議会（秘密
投票)、邦では邦議会、⑤なし、⑥邦と自治体でそれぞれ、20歳までの申請者にた
いして200フラン、それ以外の申請者にたいしては500フランから10000フラン、⑦
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１年間から２年間
ティチーノ（TI)：①自治体･連邦･邦、②邦内に５年、自治体内に３年、そのう
ち申請前に中断なく２年間、③邦内で就学した者に手続法上の簡易化（審査の免
除)、22歳以下の者に邦政府による決定を認める、④自治体では自治体行政部また
は住民総会、移民第二世代の申請者については自治体は諮問を受けるだけ、邦では
邦議会、移民第二世代の者については邦政府、⑤邦政府の決定にたいして邦裁判所
に異議申し立てを提起できる、⑥邦では最高10000フラン、移民第二世代にたいし
て最高1000フラン、自治体では10000フランまでの手数料、⑦不明
ウーリ（UR)：①連邦･自治体･邦、②邦内に中断なく10年間、③なし、④自治体
では住民総会、邦では邦議会、⑤なし、⑥邦では1000フランから10000フラン、自
治体では通常は邦と同様、申請者が22歳未満で、スイスで生まれ、成人している場
合には額を縮減する、⑦２年間から３年間
ヴォー（VD)：①連邦･自治体･邦、②邦では邦内に５年間、そのうち申請前の２
年間のうち１年間は居住していること、申請の間スイスに住所を有していること、
申請者が25歳以下の場合には邦内に２年間、自治体では１年間から５年間、③邦間
の取り決めによる簡易国籍付与手続を認める、④自治体では自治体行政部、邦では
邦政府または邦議会、⑤なし、⑥邦では税は課されない、自治体では最高500フラ
ン、⑦２年間から４年間
ヴァレー/ヴァリス（VS)：①連邦･自治体･邦、②邦内に５年間、そのうち申請
前の３年間のうち１年間、手続き中はスイスに住所を有していること、③なし、④
自治体では市民自治体総会、邦では邦議会、⑤なし、⑥邦では手数料1人当たり300
フラン、夫婦あたり500フラン、自治体では最高15000フラン、⑦２年間
ツーク（ZG)：①連邦･自治体･邦、②邦内に５年間、そのうち申請直前に中断な
く当該自治体に３年間、10歳から20歳までの期間は２倍に算定する、22歳未満でス
イスで生まれ成人し、少なくとも５年以上邦内に居住している申請者には居住して
いる自治体の自治体国籍が付与される、③22歳未満でスイスで生まれ成人し、少な
くとも５年以上邦内に居住している申請者に国籍付与請求権を認める、④自治体で
は市民自治体総会、国籍付与請求権がある場合には市民自治体執行部、邦では邦議
会、⑤市民自治体執行部、市民自治体総会、邦内務省の決議にたいして取消を求め
ることができる、⑥邦では手数料250フラン、自治体では最高10000フラン、⑦２年
間から３年間、移民第二世代については１年間
チューリヒ（ZH)：①自治体･邦･連邦、②当該自治体に２年間、③邦間の取り決
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めによって、スイスに生まれ16歳から25歳までの者で、５年以上スイスの学校に通
学し、２年間以上邦内に居住している者に国籍付与請求権を認める、④自治体では
住民総会または委任された機関、国籍付与請求権がある場合には自治体行政部、邦
では邦司法内務省、⑤国籍付与請求権がある場合に不服申立をみとめる、⑥邦では
500フランから50000フラン、通算10年間以上スイスに居住している27歳未満の申請
者にたいしては手数料を半額にする、⑦３年間から４年間
Mu?nz, Rainer/Ulrich, Ralf, Das Schweizer Bu?rgerrecht:Die Demographis-
chen Auswirkungen der Aktuellen Revision, Zu?rich 2003, S. XII ff., Boner,
Barbara,die kantonalen Verfahren zur ordentlichen Einbu?rgerung von Ausla?n-
derinenn und Ausla?ndern (Stand:Dezember 1999), Zeitschrift fu?r Zivilstand-
swesen Nr.102000, S321-327, Schaffhauser, Rene?, Bu?rgerrechte, in:Thu?rer,
Daniel/Aubert,Jean-François/Mu?ller,Jo?rg Paul(Hrsg.),Verfassungsrecht der
 
Schweiz,Zu?rich 2001,S332-333から作成。
(８) Entscheid1P.1/2003vom9.7.2003,BGE129I232,und Entscheid1P.228/
2002vom 9.7.2003,BGE 129I 217.前者では自治体国籍付与手続を投票有権者の
投票によるものとするチューリヒ市のスイス国民党によるイニチアティーフェが問
題となり、後者においては実際に実施されたルツェルン邦エメン市における投票に
よる国籍付与手続が問題となった。両判決の概要と問題点については別稿で言及し
た。奥田喜道･前掲（注２）(55）430頁以下。
(９) 学説の状況については別原稿で言及した。奥田喜道前掲（注２）(71）414頁以
下。
(10) その概要に関しては本稿注５を参照。
(11) ドイツ人はスイスに定住している人口に比較して国籍付与手続を申請するもの
は少ない。これはドイツが二重国籍を認めていないことが大きな要因であると考え
られるが、他方で比較的高収入の者が多く、スイスでの生活条件を向上させるため
にスイス国籍を付与される必要性を感じない者が多いこともその要因の一つである
と考えられる。高額に上る手数料や税を負担する余裕のある者であっても積極的に
国籍付与を求めていないのである。
(12) スイス人が他の自治体の市民になることも Einbu?rgerungと表現され、その手
数料、税は一般に国籍付与手続に比べれば低額であるとはいえ、必ずしも小額であ
るとはいえない。このため住所を移してもその自治体の市民にはならないスイス人
も多数存在する。
(13) 本稿で自治体と表現しているものはこの政治自治体（politische Gemeinde）
のことである。邦によって、Einwohnergemeinde, Ortsgemeinde, Bezirk, com-
mune, comuneと呼ばれる。Sonderegger, Christian/Stampfli, Marc/Segesser,
Ju?rg (Hrsg.),Lexikon fu?r Politik,Recht,Wirtschaft,Gesellschaft,Sauerla?nder,
Aarau 1998,S.143.
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(14) 国籍付与手続申請者にとってドイツ語圏スイスとフランス語圏スイスでは事情
が異なる可能性がある。ドイツ語圏スイスでは公用語は標準ドイツ語であるが、日
常的に用いられている言葉はドイツ語の方言の一種であるそれぞれの地方のスイス
ドイツ語である。スイスドイツ語は標準ドイツ語と単語上も文法上も相当程度異な
っており、標準ドイツ語をすでに一定程度習得しているものでも習得に大きな努力
を必要とされるものである。ドイツ語圏スイスで国籍付与手続を申請するものは、
標準ドイツ語を国籍付与手続のために、地域のスイスドイツ語の一つを日常生活の
ために（文化的統合度の指標として国籍付与手続申請のためでもあるが）同時に習
得しなければならない。他方でフランス語圏スイスでの公用語であるフランス語は
標準フランス語とほとんどかわらないこと、北アフリカの出身者などにはもともと
公用語として馴染みがあること、人工言語的性格のつよいフランス語はドイツ語に
比べて習得が比較的容易であること、フランス語圏スイスはドイツ語圏スイスに比
べて外国人に比較的開放的であることから、少なくとも心理的にはフランス語圏ス
イスにおいて申請者に公用語習得に必要とされる努力は小さいものになる可能性が
あると思われる。
(15) Der Bund vom25.November2003und1.Dezember2003,Swissinfo(http://
www.swissinfo.org） vom 19. Januar 2004, Neue Zu?rcher Zeitung vom 25.
Januar2004.
(16) 2002年現在でスイスに居住している外国人の出身国は、イタリア（21．3パーセ
ント)、セルビア･モンテネグロ（13．7パーセント)、ポルトガル（9．7パーセン
ト)、ドイツ（8．6パーセント)、スペイン（5．5パーセント)、トルコ（5．4パーセン
ト)、その他の欧州諸国（23．9パーセント)、その他の国（11．9パーセント）となっ
ているが、実際にスイス国籍を付与された者の出身国はこれと一致しているわけで
はなく、セルビア･モンテネグロやクロアチア、トルコなどの出身の者が目立って
いる、Mu?nz/Ulrich(FN 7),S.33,Bundesamt fu?r Migration Statistik :Einbu?r-
gerungsstatistik 2003, http://www.bfm.admin.ch/fileadmin/user upload/
Themen deutsch/Statistik/aktuelle ergebnisse/einbuerg03df.pdf.公式にはオ
スタームンディゲン市の国籍付与手続の担当者も、文化的背景に関する知識も含め
た言語運用能力がスイスでの生活にきわめて重要であるためにこの種の言語試験を
実施しているのであって、特定の外国人グループを排除したり、国籍付与手続の申
請数を縮減させることを意図しているものではなく、あくまで外国人の統合をより
よく実現するためのものであるとしている、Swissinfo (FN 15).
(17) Swissinfo vom 28.November 2004, http://www.swissinfo.org/sde/swissin-
fo.html?siteSect＝305&sid＝5369145.
(18) Website vom Kanton St.Gallen,http://www.sg.ch/content/kanton st gal-
len/shownews.62885.html
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